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金正恩第１書記下の北朝鮮動向

　－「水爆」実験から第7回党大会へ－

　　　　　　　　　小 牧 輝 夫（大阪経済法科大学客員教授）

１．2016年「新年の辞」

　・スローガンは、「朝鮮労働党第7回大会が開催される今年、強勢国家建設の最全盛期を切り開いて行こう！」

　・2015年の回顧では、①朝鮮労働党創建70周年を多くの建設プロジェクトの完成や経済部門の成果で飾った、②南北間の「一触即発の危機」を収拾した、③「青年突撃精神と青年文化」を創造した、と強調。

　・2016年の目標では、①第7回党大会を「栄光の大会」として開催すべきである、②経済強国の建設に総力を集中すべきである、③「自強力第一主義」を掲げよう、④国防力と国防工業の強化すべきである、⑤南北関係で「自主統一の新時代」を切り開こう、と主張。

２．4回目の核実験を実施

　・2016年1月6日、政府声明で「朝鮮初の水爆実験が成功裏に実施された」と発表、北朝鮮が「水爆まで保有する核保有国の戦列に堂々と上り詰めた」と強調。

　・「水爆」については、関係国の専門家からは疑問も出されており今後の検証が必要であるが、従来の核実験とは異なる小型化されたもので、核技術がさらに進展したことは間違いない。

　・これに対する国際社会の対応は、一様に実験を安保理決議違反として非難または批判しているが、制裁の仕方については分かれている。中国、ロシアは慎重姿勢を継続するものと思われる。

　・今後、長距離ミサイルの発射実験（人工衛星打ち上げ）が行われる可能性もあり、アメリカの対応を睨みながら、「水爆」の更なる改良のために核実験を今後も継続する構えである。

　・こうした北朝鮮にどのように対応していくべきなのか。事態はアメリカの北朝鮮無視政策が完全に破綻したことを示しており、一方で韓国や日本での核開発容認論の台頭が懸念される。

３．朝鮮労働党第7回党大会

　・5月の初めに開催予定であるが、日数などは未発表。1980年の第6回大会以来、36年ぶりの党大会となる（2015年10月の党中央委員会政治局決定書）。

　・この間、2010年に第3回党代表者会、2012年に第4回党代表者会を開催。

　・活動総括と新方針の提示：基本的にはこれまでに提起されたものの集大成となり、特に新規というものは出ないのではないか。

・新長期計画に関しても今後の課題とされ、経済建設の長期的ビジョンのみ提示されるのではないか。経済管理に関しては、これまで非公表であった「5.30労作」の概要が新方針の一部として提起されるなどの可能性はあるが、いわゆる「市場経済化」宣言はないだろう。
４．経済動向

（１）平壌・元山の近況
・平壌では2012年以後、労働党創建70周年（2015年10月10日）に向けて平壌の

都市建設が進展し、交通量が一段と増加。いずれも「人民生活の向上」に関連するも

のが多く、従来に比べ非生産的なものは比較的少ないのが特徴。自動車の交通量が増

え、夕方にはメイン道路の一部で渋滞状態も発生。
・元山でも、平壌に較べると規模は小さいものの住宅や社会福祉施設、公園など平壌

と似た施設の建設を推進。「元山・金剛山国際観光地帯」指定を軸に外貨獲得と地方都

市振興を目指す。
・道路・輸送：都市間の道路整備は立ち遅れ。空港、港湾の整備を一部で開始。
・電力：平壌の電力事情はかなり改善、しかし地方ではなお不足が厳しい
（２）経済政策
2013年3月の党中央委員会総会の決定がその後の政策基調を提示。
　　・「経済建設と核武力建設の並進路線」の採択：
　　・農業と軽工業に力を集中して人民生活を向上
　　・経済を（科学技術を原動力とする）「知識経済」に転換
　　・経済指導および管理を改善。
・対外貿易の多角化、多様化、外国投資の誘致、観光事業の活発化、および各道に経済開発区を設置。
　　・軍需工業、原子力工業の振興。
・「先軍」を経済建設に巧みに取り入れ、建設と一部の生産（農業、水産業など）に軍

人を動員。一方で、軍需から民需への一部転換を企図しているのでは？
    2016年「新年辞」の経済政策に関しては、特に変化はないが、「自強力第一主義」という言葉は初めて。
（３）産業動向
2012年以後の大規模施設建設状況：
・熙川発電所、白頭山英雄青年発電所（旧、白頭山軍事優先青年発電所）、清川江階段式発電所、礼城江発電所、漁郎川発電所
・大同江建材工場、10月8日工場（日用品生産）
・洗浦地区畜産基地、高山果樹協同農場、将泉野菜専門協同農場
・平壌空港滑走路拡張と第2ターミナル、葛麻空港ターミナル、端川港
・馬息嶺スキー場
穀物生産：
・北朝鮮の発表では2013年が560万トン、2014年が570.3万トンと少しながら増加。
　　　FAOの推定でも増加傾向は確認。2015年は未発表。
（４）市民の生活状況
　　・国営商店は不明であるが、街の市場では高価だが新鮮な野菜や果物、魚介類が出回る。光復地区商業センターでは食料を中心に国産品が増加。
・物価は複数為替レートと二重価格存在のため複雑だが、インフレは比較的穏やか。
　背景には、食糧生産が上向きなことなどがある。
・市民の消費意欲強い。背景に富裕層だけでなく中間層の一部も所得が増加した模様。
　外貨にアクセスできる市民が増加か。
・携帯電話が一般化するなかでスマートフォンが増え、女性のファッションが多様化。
　

（５）経済改革の現状　
・「われわれ式経済管理方式」を定式化したとされる2014年の「5.30談話」（非公表）
の基本内容は、北朝鮮では、①国家による統一的指導と戦略的管理、②工場、企業所、協同団体における社会主義企業責任管理制の実施、③経済事業に対する党の領導の保障、と説明されてきた。また、市場経済の導入ではないと強調。
・2013年から2014年に企業と協同農場で責任管理制を全国的に実施、その結果、うまく運営したところでは生産がかなり増えたようである。
北朝鮮式経済改革は、2013年ごろから協同農場で圃田担当責任制が試験的に実施され、その後工場、企業所でも担当責任制が試行されるようになり、2014年にほぼ全国的に拡大することによって新段階に入った。食糧生産が緩やかながら拡大していることから、物価は比較的安定している。しかし、北朝鮮経済は現在なお、生産の正常化が広く実現するところまでは回復していない。したがって第7回党大会では、戦略的目標のみ提示され、その後に次期長期経済計画を実施するものと推測される。
北朝鮮経済が今後も本格的に回復・発展するためには、これまで推進してきた経済改革的措置を政治的・制度的に認定し、後戻りしないようにする措置が求められよう。また、中ロとの安定的な協力関係が必要であるが、核問題を解決への道を見出し、米韓日との関係を改善することが不可欠である。日朝関係は拉致問題などのため膠着しているが、仮に国交正常化が実現すれば、北朝鮮の経済発展の一つの契機になることは現在も有効である。
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